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COP会議における非国家アクターの関わり

リマ・パリ行動
アジェンダ

ハイレベル気候行動チャンピオン

世界的な気候行動のためのマラ
ケシュパートナーシップ

改善された世界的な気候行動のためのマラケシュパートナー
シップ

年鑑
気候野心連盟

非国家アクターの
後押しを本格的に

COP21決定で
2016-2020に指名

ハイレベルチャンピオンによる方針

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成
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1.5℃の実現を誓約する非国家アクターの増加

国連キャンペーン
Race to Zero
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説得する／Persuade

出典：Race to Zero 2023 Progress ReportよりWWFジャパン作成
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https://climatechampions.unfccc.int/wp-content/uploads/2023/12/Race-to-Zero-2023-Progress-Report_29112023.-pdf.pdf
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拡大する企業のSBT認定取得

近年は中小企業の伸びが顕著

出典：SBTi Monitoring Report 2023よりWWFジャパン加工
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https://sciencebasedtargets.org/reports/sbti-monitoring-report-2023
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拡大する企業のSBTコミット・認定取得

SBT認定取得・コミット総数は日本が1位に（2024年8月現在）

参考：WWFジャパン記事「日本企業SBT認定・コミット数が世界１位に」

出典：SBTiのデータをもとにWWFジャパン作成

https://www.wwf.or.jp/activities/news/5737.html
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増加を続ける企業のRE100参加

435社中、日本企業は88社（2024年9月27日現在）

出典：RE100 2023 Annual Disclosure ReportよりWWFジャパン加工
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https://www.there100.org/our-work/publications/re100-2023-annual-disclosure-report
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インテグリティあるネットゼロの国際基準

ネットゼロ宣言のあり方 – 10の提言

1. ネットゼロ宣言

2. ネットゼロに向けた目標の設定

3. ボランタリー・クレジットの活用

4. 移行計画の策定

5. 化石燃料の段階的廃止と再生可能エネルギーの拡大

6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合

7. 公正な移行における人と自然

8. 透明性と説明責任の向上

9. 公正な移行への投資

10. 規制導入の加速に向けて
出典：日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）日本語版

https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
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ネットゼロ基準を実現する規制の加速

出典：UNFCCC、Race To Zero、PRI等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

：提言書の実践に資する政策や規制を推進

立ち上げ

ネットゼロ政策に関するタスクフォース

COP27 COP28 COP29

理事会と専門家
メンバー決定

✐G20諸国のネッ
トゼロ政策に関す
る報告書発表予定

ネットゼロ基準づくり ネットゼロ基準の浸透と情報公開

ネットゼロ基準を実現する規制の加速

https://climateaction.unfccc.int/
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求められる非国家アクターによる「説得」

ネットゼロ提言書 6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合

出典：日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）日本語版

• 業界団体への加盟を含む渉外方針や行動を自らの1.5℃目標と
整合させる

• 自らの業界団体への加盟状況を公表し、積極的な気候変動対策
を働きかける

• その上で、業界団体に変化がない場合は、当該団体の脱退も含
めて、対策強化の戦略を備える

• 移行計画や情報開示の一部として、自らの1.5℃目標の達成に
向けた排出削減に必要な、カーボンプライシングを含む具体的
な政策や規制の概要を示す

https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2023/02/HLEG-report_JPN.pdf
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求められる非国家アクターによる「説得」

国連キャンペーン
Race to Zero

約束する／Pledge

計画する／Plan

実行する／Proceed

公表する／Publish

説得する／Persuade

出典：Race To Zero 5番目の要件「説得：Persuade」ハンドブック日本語版（気候変動イニシアティブ仮訳）

https://japanclimate.org/wp/wp-content/uploads/2023/09/The-5th-P-Handbook_JP_ver1.0.pdf
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世界の企業が脱化石燃料を政府に求める

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトを基にWWFジャパン作成

Fossil to Cleanキャンペーン

• 各国政府に対し、化石燃料の段階
的廃止とクリーンエネルギーへの
移行を要請する書簡を発出

• 年間売上高1.6兆ドル以上の企業
260社以上が署名

• 日本からはソニーグループ、いち
ごブルームが賛同

https://www.wemeanbusinesscoalition.org/fossil-to-clean/
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世界の企業リーダーが政府・企業リーダーに呼びかけ

世界経済フォーラム CEO気候リーダーズ同盟

• 100以上のリーダーが公開書簡に署名

• 規制・政策立案者に対し、再エネ拡大
や情報開示の効率化などについて要請

• 企業リーダーに対し、SBT設定や情報
開示を通じて排出量の透明性向上を要
請

• 日本からはサントリーホールディング
ス、ソニーグループ、武田薬品工業、
日立製作所、電通グループが賛同

出典：https://www.weforum.org/agenda/2023/10/alliance-of-ceo-climate-leaders-open-letter-cop28/

https://www.weforum.org/agenda/2023/10/alliance-of-ceo-climate-leaders-open-letter-cop28/
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日本の非国家アクターが化石燃料からの早期脱却を要請

出典：JCIメッセージ「1.5度目標と整合する野心的な2035年目標を日本政府に求める」

気候変動イニシアティブ（JCI）に参加する216団体の共同声明

• 2035年に温室効果ガスを少なくとも
66%以上削減するNDC

• 第7次エネルギー基本計画における2035
年に向けた石炭火力廃止の明確化

• 2035年の再エネ電力割合を65-80％に
高めることが可能という数値もあげ、
太陽光発電、風力発電の導入加速化を
要請

https://japanclimate.org/news-topics/jci-message-2035ndc-release/
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日本の企業グループが高い削減目標と再エネ目標を要請

出典：JCLP「日本の次期温室効果ガス削減目標およびエネルギー基本計画に対する提言」

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）の提言

• 提言(1)： 2035年までにGHG排出量
75%以上削減（2013年度比）を求め
ます。

• 提言(2) ： 2035年の電源構成におけ
る再エネ比率60%以上を求めます。

• 提言(3) ：エネルギー需要家の参画機
会を増やす等、政策の「決め方」の改
善を求めます。

https://japan-clp.jp/archives/16288
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RE100 日本のエネルギー政策に対する提言を発表

出典：JCLPニュース「RE100 日本のエネルギー政策に対する提言書の公表」

日本企業87社を含む420社以上のRE100 参加企業が要請

1. 電力価格の透明化と公正化を推進

2. 2035年までに再エネ発電容量3倍にする目標設定

3. コーポレートPPA締結促進のため、発電事業者と
需要家間の障壁を除去し、契約プロセスを簡略化

4. 送配電網の増強と運用改善を最優先で行い、系統
接続の時間を短縮し、出力制御を回避

5. 2025年から2030年に再エネおよびその関連技術に
17.9～18.1兆円程度の官民投資

6. 非化石証書の発行、追跡、認証に関するシステム
を簡素化し、国際基準に整合

出典：RE100 日本のエネルギー政策に対する提言

https://japan-clp.jp/archives/16163
https://jclp.my.salesforce.com/sfc/p/#100000002DzJ/a/Ic000000PBwk/7SpHzsj3vS3weGfnhB_d_WtNuarm8x0AvRJvASei3X8
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求められる企業の政策関与

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”

企業のアドボカシー活動の積極性や強度が評価の指標に

• 非営利シンクタンクの
InfluenceMapが、世界の
企業の気候変動政策に関す
るアドボカシー活動を分
析・評価

• 日本からはソニーグループ、
リコー、富士フイルムホー
ルディングス、イオン、武
田薬品工業、ソフトバンク、
積水ハウス、大和ハウス工
業がリーダー企業に

https://influencemap.org/briefing/Global-Leaders-in-Climate-Policy-Engagement-2024-29339


17

求められる企業の政策関与

基準ごとに評価された地域のリーダーたち

• ３つの評価基準のうち、科
学と整合するアドボカシー
でソフトバンクグループ、
戦略的な関与でリコーがア
ジア太平洋地域のリーダー
として評価

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”からWWFジャパン加工

北米 欧州 アジア太平洋

科学と整合する
アドボカシー

戦略的な関与

間接的影響力への対応

https://influencemap.org/briefing/Global-Leaders-in-Climate-Policy-Engagement-2024-29339
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お知らせ

スクール・パリ協定プラス 2024
 ～脱炭素に関するシリーズ勉強会～

気候変動に関する国連会議
COP29の注目点基礎概要編

日時：2024年10月25日（金） 15:00 ～ 16:30
場所：Zoomウェビナー
詳細：https://www.wwf.or.jp/event/organize/5746.html

日時：2024年10月18日（金） 14:00 ～ 18:00
場所：虎ノ門ヒルズフォーラム

Zoomウェビナー
詳細：https://japanclimate.org/news-topics/jcas2024/

https://www.wwf.or.jp/event/organize/5746.html
https://japanclimate.org/news-topics/jcas2024/
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